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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 
 

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 567 ― △103 ― △94 ― △161 ―

20年3月期第2四半期 692 △14.3 △69 ― △66 ― △137 ―

1株当たり四半期純利益

潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 △4,629.62 ―

20年3月期第2四半期 △3,941.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 951 664 69.9 19,106.38

20年3月期 1,126 828 73.5 23,808.27

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  664百万円 20年3月期  828百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

21年3月期 ― 0.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 0.00 0.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,284 △14.3 △70 ― △51 ― △117 ― △3,382.95

4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

[(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・平成20年５月16日に公表いたしました連結業績予想のうち、通期について本資料において修正しております。 

・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等によ

り、上記予想数値と異なる場合があります。 

・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14

号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第

１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  34,800株 20年3月期  34,800株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  ―株 20年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  34,800株 20年3月期第2四半期  34,800株



当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱や

素材価格の高騰、円高進行に伴う輸出動向の不透明感等により、企業の収益は減少傾向にあり、景気の後

退懸念が一層強まってきました。 

このような経営環境において、当第２四半期累計期間の売上高は567,914千円（前年同期比17.9％

減）、営業損失103,011千円（前年同期69,215千円）、経常損失94,054千円（前年同期66,442千円）、四

半期純損失161,110千円（前年同期137,148千円）となりました。 

  なお、セグメント別の状況は次のとおりであります。 

  

（コンサルティング事業） 

情報セキュリティコンサルティング分野では、情報セキュリティの構築が企業経営を行う上での必須条

件という考え方が定着してきておりますが、景気の後退懸念等が影響してコンサルティングの導入に慎重

となり、売上高は計画を下回りました。 

 また、内部統制コンサルティング分野では、サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱等を

受け、新規株式公開（ＩＰＯ）を行う企業が大幅に減少したことやＩＴシステムの導入に慎重となる企業

が増加したことに伴い、売上高は計画を下回りました。 

なお、引続きセミナー開催による営業活動等を実施しており、セミナーでの集客率の高さや問い合わせ

の件数を勘案しましても企業の関心は高いものと思われます。しかし、景気後退懸念や金融市場の混乱等

の影響から、受注までに時間を要する状況が続いております。 

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は180,750千円（前年同期比47.2％減）、営業損失は2,095

千円（前年同期利益68,941千円）となりました。 

  

（マーケティングリサーチ事業） 

マーケティングリサーチの市場は軟調に推移しており、依然として競争激化による受注単価の低価格化

の状態が続いております。 

 インターネットリサーチ分野では、様々な顧客のニーズに対応する「リサーチサービス」の提供、きめ

細やかな「サポート体制」の構築、差別化戦�の��である「��企画」のブラン�化を実�してい�た

めにセミナーの開催や営業活動を進めてまいりました。 

 また、	場調
等のインタビューや��ラインリサーチの分野では、調
に要する時間を
�の�以上

にすることで高��なサービスを提供しており、���の調
やインターネットの����の低い年�層

をター�ットとした調
等の引合いが増加してまいりました。 

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は387,164千円（前年同期比10.6％増）、営業利益は3,820

千円（前年同期損失12,703千円）となりました。 

  

�当�結	計年�より「四半期����に関する	計� 」!企業	計� 第12"#$%「四半期����に

関する	計� の&�'(」!企業	計� &�'(第14"#を&�しております。よって、当第２四半期

�結累計期間の損益計)*と前年同期の�結損益計)*とでは�+� が,なるため、前年同期比-に関

する情報は.考として/0しております。 

  

（12） 

3動12は、前�結	計年�4に比5て145,073千円減少し、671,625千円となりました。これは、売6

金が60,227千円、7収89:等が36,116千円減少したことな;によります。 

<定12は、前�結	計年�4に比5て30,216千円減少し、278,010千円となりました。これは、=�

ト>?@が67,007千円増加したものの、=�ト>?@A勘定が85,775千円減少したことな;によります。 

  

（BC） 

3動BCは、前�結	計年�4に比5て23,600千円増加し、255,630千円となりました。これは、D期

E入金が50,000千円、7F9�が16,300千円、7FGH:等が7,419千円、前受金が15,629千円減少した

ものの、ポイント引当金が18,209千円、C�IJ損失引当金が100,000千円増加したことな;によりま

す。 

<定BCは、前�結	計年�4に比5て35,460千円減少し、30,481千円となりました。これは、K期E

入金が10,897千円増加したものの、LM退NOP引当金が51,584千円減少したことな;によります。 

  

（純12） 

純12合計は、前�結	計年�4に比5て163,625千円減少し、664,902千円となりました。これは、利

益QR金が161,110千円減少したことな;によります。 
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